
































































































































































































































(説明義務違反) と悪結果 (損害) との間の因果関係の問題であるが、こ
こにおいても韓国独特の特徴が見られる。

























































































































































これは、1973 年から 1991年までの裁判例 20 件を取り上げ現実の裁判
例に即した実証的な検討がなされたもので、この浦川論文によれば、全裁





























































要なポイントとなり得ることも示した、最二小判平成 7 年 6 月 9日民集
49巻 6号 1499頁 (姫路日赤未熟児網膜症事件)、ほぼ同時期に登場した















さらに注目すべきは、最三小判平成 13 年 11 月 27 日民集 55 巻 6 号
1154頁 (乳房温存療法事件) である。当時医療水準として未確立であっ
た乳房温存療法に関する説明義務に関して争われた事例で、「当該療法






成 17 年 9 月 8日判時 1912 号 16頁判タ 1192 号 249頁と、最二小判平成


























































































































図ろうとした取り組みは、2011年 3月 11 日、無過失医療補償の内容を盛
り込んだ、新たな医療紛争調停法 (正式名称：「医療事故被害救済及び医


































































































く、紛争解決手段として講じてきた医療 ADR (Alternative Dispute Re-
solution：裁判外紛争処理) は、23 年という長い論議の末、新たな医療紛
争調停法の制定という形で実を結び、2012年 4月 8日の施行からすでに 1






































4章では、韓国における旧来の制度と対比しつつ 2011年 3 月、23 年間の
紆余曲折の末、ようやく日の目を見ることになった新たな紛争解決制度の
導入過程と新法施行後 1年間の歩みをフォローした。
それらから、上に整理したような帰結を得たが、医療紛争が他の一般事
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件と違うところは、医学・医療専門家の行為の中で発生する関係上、一般
責任法上の法理による解決は自ずと限界がある点である。そこには情報の
非対称性による格差といった構造上の問題がまず横たわっている。説明義
務は、これをある程度解消する機能を有するのは間違いないが、場合に
よっては、裁判手続きによるよりも、ADRにより実効的な効果が得られ
ることは想像に難くない。
ただ、その場合、専門性と公正性、さらに独立性 (第三者性) がいかに
確保されるかがポイントとなるであろう。その点、韓国は、日本にはまだ
ないスタイルの制度をスタートさせたが、日本からすれば、「一方では実
現したが他方では実現していないという立法の研究」は、比較の意義が大
きく、今後を展望する上で有益だといえる。
最後に、今後の課題を若干示して本稿を結ぶことにする。
すでに日韓比較の意義については示したが、それを踏まえて残された課
題を示せば、まず 1 つ目としては、今回は医師の説明義務違反に関する大
法院判例という非常に限られた範疇のものに限定せざるを得なかったこと
から、今後は入手の困難性といった問題点はあるが、下級審判例を含めた
より精緻なさらに深みのある研究の必要性である。
この度、判例の検討を通じてみた、医師の説明義務につき、今一度付言
すると、医師責任法上においては、医療上の注意義務と共に、医師の過失
を判断するための注意義務の一環であり、財産的損害を認めるのが困難な
場合に、迂回的に慰謝料賠償に帰結させるためのものでも、また諸事情の
割合的解決に委ねるためのものでもないはずで、説明義務の規範構造と共
に慰謝料の法理的機能に関する深度ある継続的な研究が必要とされるとい
うことである。
もう 1つは、法理形成過程の背景や社会状況の違いの把握と、それを踏
まえることは、比較研究の上では非常に重要なことであることを改めて認
識したことから、今後は、可能な限り法社会学的な視点からの研究も有益
かつ必須であると考える次第である。
今回の研究を通じて、韓国の法院の態度に動揺が見られることや、理論
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構築の点では、ある意味での脆弱さが、韓国の論者の評価からもうかがえ
る点があったことも事実である。
しかし、これから目まぐるしく進展していく動態的な法化過程にあると
いう意味から、過渡期ともいえる面は有するが、そのような状況の中で、
柔軟かつ俊敏なる対応という点では日本より先んじている面も併せ持ち、
それによる実効的な成果や、法曹界・学界における活発な研究活動の蓄積
による成果が年々拡充されてきており、今後さらなる成熟と共に、日本と
の比較研究と発展的学術交流がますます期待されるところであることを最
後に強調しておきたい。
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